
 

 

協議事項２ 平成３１年度の重点的な取組について 

 

県内企業が直面する厳しい状況を踏まえ、これまでの取組成果を生かしな

がら、関係団体の連携を強化して、ワーク・ライフ・バランスの実現と魅力

ある雇用の場づくりにつながる重点的な取組を推進する。 

 

１ これまでの取組成果 

○先駆的な取組により、県内企業の優れた実践モデルが誕生 

職場リーダー養成講座、企業コンサルティング 

○全国的に見ても充実した企業サポート体制を構築 

県独自の支援センター開設、民間アドバイザーの養成、社会保険労務士

会との連携協定等 

 

２ 県内企業を取り巻く状況 

○人手不足の深刻化 

労働力人口が減少を続け、有効求人倍率は平成最高の１．６５倍 

○働き方改革関連法の施行（４月）など、大きな転換期 

時間外労働規制、年次有給休暇取得義務、公正待遇確保等 

 

３ 主要課題 

働き方改革による生産性向上と人材確保に向けた企業支援の連携強化 

 

４ 重点的な取組（案） 

【取組項目】 

①長時間労働の縮減、生産性の向上等に向けた企業サポートの強化 

実践モデルの創出と波及、民間アドバイザーの増員と活用促進等 

②女性・シニアの新規就業の促進 

   山口しごとセンターに、就業促進コーディネーターを配置し、ハロ

ーワークや他の就業支援機関等と連携し、未就業者へのアプローチを

強化 

 

【推進会議の連携内容】 

○関係団体の取組への相互協力 

研修会、相談会、就職説明会等の周知、参加促進、開催協力等 

○取組成果の共有と活用促進 

推進リーダー、モデル事例、相談支援窓口等の活用による企業支援 

○効果的な機運醸成 

優良認定企業を前面に出した働き方改革のキャンペーン 



 

 

【参考】 

① 企業サポートの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 女性・シニアの新規就業の促進 

 



 

 

効果的な機運醸成（キャンペーン）について 

 

１ これまでの取組 

平成２９～３０年度、「長時間労働の縮減」に向け、県内事業所を対象に

「年次有給休暇の取得促進キャンペーン」を実施し、一定の基準を達成し

た事業所の名称を公表することより、全県的な機運醸成を図った。 

 

 ○年次有給休暇の取得促進キャンペーン 

参加事業所における平均取得日数の増加など、一定の成果が見られた。 

  ①平成２９年度 

参加事業所数 

Ａ 

参加従業員数 

（人） 

公表基準達成事業所数 平均取得日数（日/人） 

Ｂ Ｂ／Ａ 平成２８年 平成２９年 

１２９ ４２，７７９ ９５ ７３．６％ １０．６ １１．０ 

  ②平成３０年度 

参加事業所数 

Ａ 

参加従業員数 

（人） 

公表基準達成事業所数 平均取得日数（日/人） 

Ｂ Ｂ／Ａ 平成２９年 平成３０年 

１５１ ４１，７００ １０９ ７２．２％ １２．０ １２．５ 

※公表基準達成事業所の名称を、報道発表（2/22）のほか、求人情報誌（3/1

発行「もってけ」）及び新聞広告（3/3付け朝日新聞）に掲載し、公表 

 

２ 新たな機運醸成の取組方向 

労働基準法の改正により、平成３１年４月から、年５日の年次有給休暇

の付与がすべての企業に義務付けられた。 

一方、本県では、実践モデル事例の創出や優良企業の認定が進んできた。 

このため、従来の手法を見直し、身近な県内企業を前面に出したキャン

ペーンにより、効果的な機運醸成を推進することとする。 

 

○優良企業のトップによる働き方改革宣言の実施 

「誰もが活躍できるやまぐちの企業」に呼びかけ、経営者の顔写真・署

名入りの働き方改革宣言ポスター、チラシを作成し、商工会議所や商工会、

ハローワーク等、経営者の目に触れやすい場所に掲示する。 

  

○推進会議構成団体を通じた実践モデル事例の周知 

働き方改革推進会議に、実践モデル企業の改革担当者を講師として招き、

先進的な取組を委員に周知するなど、各構成団体が成功事例を共有して自

主的な啓発事業に生かすことにより、他の企業への波及を促進する。 

 



 

 

やまぐち働き方改革宣言 
 

○ 長時間労働の是正や、仕事と子育て・介護との両立などによる「仕事と

生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）の推進に積極的に取り組みます。 

○ 若者、女性、高齢者、障害者など誰もがいきいきと活躍できる、多様で

魅力ある雇用の場づくりに積極的に取り組みます。 
（山口県認定「誰もが活躍できるやまぐちの企業」） 

 朝日産業 
株式会社 

代表取締役 

仲 田 幸 太 郎 

 

 

 

 
 
代表取締役 

坪 野 恒 幸 

 医療法人協愛会 
阿知須共立病院 

理事長 

三 好 正 規 

  
 
代表取締役 

河 野 剛 志 

 

 

 

   有限会社 
エヌ・アルファ 

代表取締役 

二 宮 多 美 枝 

 

 

 

   株式会社 
カワト T.P.C. 

代表取締役 

川 戸 俊 彦 

 

 

 

株式会社 
吉 祥 

代表取締役 

沼  聖 剛 

 西京銀行 

代表取締役頭取 

平  岡  英  雄 

  
 
代表取締役 

吉 川 日 生 

 

 

 

  
 
代表取締役 

永 井 茂 智  

 
 
代表理事組合長 

末 永 明 典 

 

 

 

 
 
代表取締役 

藤 田 雅 史 

 

 

 

社会福祉法人 
朋愛会 

理事長 
木 下  毅 

 

 

 

 
 
代表取締役 

田 中 康 男 

  
 
代表取締役 

磯 山  晃 

 

 

 

     

 

 

 

     

 

 

 

     

 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

   

 
やまぐち働き方改革推進会議 

イメージ 


